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■ 会社概要（２００９年９月末現在）

・ 創業 １８７７年（明治１０年）４月
・ 設立 １９４１年（昭和１６年）１２月
・ 本店所在地 甲府市丸の内１丁目２０番８号
・ 資本金 １５４億円
・ 従業員数 １，６８９人
・ 営業店舗数 本支店・出張所９１

（山梨県内７６、東京都内１５）
海外駐在員事務所１（香港）

当行は、地域に根ざし、地域社会の繁栄と経済発展に寄与するとともに、お客さまから信頼して　

いただける健全な経営姿勢を堅持し、経営内容の充実に努めてまいります。

本店

「地域密着と健全経営」

＜経営理念＞

当行プロフィール当行プロフィール



Ⅰ　Ⅰ　平成２１年度中間期業績平成２１年度中間期業績
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20/9期 21/9期

経　常　収　益 266 254 △ 12 ( △ 4.5 )

業 務 粗 利 益 209 201 △ 8 ( △ 3.8 )

資金利益 187 182 △ 5 ( △ 2.6 )

役務取引等利益 22 22 0 ( 0.0 )

その他業務利益(除く債券５勘定尻） 0 0 0 ( ― )

 コア業務粗利益 211 205 △ 6 ( △ 2.8 )

国債等債券５勘定尻 △ 2 △ 4 △ 2 ( ― )

136 143 7 ( 5.1 )

1 △ 8 △ 9 ( △ 900.0 )

71 66 △ 5 ( △ 7.0 )

74 62 △ 12 ( △ 16.2 )

△ 17 △ 43 △ 26 ( ― )

うち不良債権処理額（△） 7 40 33 ( 471.4 )

うち株式等関係損益 △ 6 △ 5 1 ( ― )

53 23 △ 30 ( △ 56.6 )

△ 1 0 1 ( ― )

52 22 △ 30 ( △ 57.6 )

16 8 △ 8 ( △ 50.0 )

2 3 1 ( 50.0 )

33 11 △ 22 ( △ 66.6 )中 間 純 利 益

臨 時 損 益

経 常 利 益 

特 別 損 益

税引前中間純利益

法人税、住民税及び事業税（△）

法人税等調整額（△）

前年同期比（増減率）（億円、％）

コア業務純益

一般貸倒引当金繰入額（△）

経　費（△）

業 務 純 益

役
務
取
引
等
利
益

平成２１年度中間期損益概況平成２１年度中間期損益概況

　
　
　
　

資
金
利
益　
　
　
　
　
　
　
　
　

（
差
異
要
因
）

204 △ 22 ( △ 9.7 )

貸出金利息 143 △ 16 ( △ 10.0 )

有価証券利息 60 1 ( 1.6 )

ｺｰﾙﾛｰﾝ 等 1 △ 6 ( △ 85.7 )

22 △ 16 ( △ 42.1 )

預金等利息 20 △ 13 ( △ 39.3 )

ｺｰﾙﾏﾈｰ 等 1 △ 4 ( △ 80.0 )

182 △ 5 ( △ 2.6 )

前年同期比（増減率）

合計

21/9期（億円、％）

資金運用収益

資金調達費用

（億円） ボリューム要因 利回り要因

資金運用収益 204 △ 22 2 △ 24

資金調達費用 22 △ 16 0 △ 16

資金利益 182 △ 5 ― ―

21/9期
前年同期比

33 0 （ 0.0 ）
投資信託 2 △ 1 （ △ 33.3 ）
国債 0.3 △ 0.1 （ △ 25.0 ）
生保 2 1 （ 100.0 ）
その他 27 0 （ 0.0 ）

10 0 （ 0.0 ）
22 0 （ 0.0 ）

前年同期比（増減率）

合計

役務取引等収益

役務取引等費用

（億円、％） 21/9期
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資金利益の増減要因資金利益の増減要因

資金利益 前年同期比増減額（億円） 貸出金利息

有価証券利息

貸出金 実績 前年同期比 ﾎﾞﾘｭｰﾑ要因 利回り要因

利　息 143 -16 -3 -13

平　残 14,907 -324

利回り 1.917 -0.166

有価証券 実績 前年同期比 ﾎﾞﾘｭｰﾑ要因 利回り要因

利　息 60 1 4 -3

平　残 9,432 673

利回り 1.275 -0.081

・レートの低い本部所管貸出を圧縮し有価証券運用へ

【平残】営業店＋267億円（県内＋145億円、県外＋122億円）
　　　　本部所管貸出△591億円

【平残】金利リスクをテイクし債券を中心に運用を増加

【利回り】市場金利低下の影響により利回りは低下

（億円､％）

（億円､％）

運用シフト

【利回り】政策金利引下げの影響により利回りは低下

182

187

20/9期 21/9期

貸出金利息

△16 預金等利息

△13

有価証券

＋1

その他

△3

資金利益△５億円
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貸出金残高推移

8,936
8,687

8,946

4,070
4,059

1,9462,2502,3192,187 1,739 2,426

8,925 9,206
8,764

4,002 3,976
3,932

4,053

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

18,000

19/3 19/9 20/3 20/9 21/3 21/9

（億円）

1,600

2,956
2,921

3,056 3,313
3,611

3,498

1,572
1,164

1,594 1,532
1,017

858

8,6869,139
8,5918,721 8,450

8,940

1,834 1,664
1,8081,9491,943

0

2 ,000

4 ,000

6 ,000

8 ,000

10 ,000

12 ,000

14 ,000

16 ,000

18 ,000

19/3 19/9 20/3 20/9 21/3 21/9

（億円）

マーケット別残高推移　

貸出金の状況貸出金の状況

山梨
県内

西東京

合 計

個 人

事業先

国・
地公体

合 計

15,194

15,194 14,644
15,425

県内貸出金シェア推移

東京
･新宿

15,425 15,434

37.1 36.7 38.1 37.6 38.8 38.1

8.8 9.1 9.0 9.1 9.3 9.4

38.5 38.0 36.7 36.5 35.4 35.1

6.4 6.8 7.2 7.6 7.4 7.9

9.2 9.4 9.0 9.2 9.1 9.5

0%

50%

100%

19/3 19/9 20/3 20/9 21/3 21/9

当　行

ＪＡ

信金･信組

大手行

政府系他

14,644

15,434

本部所
管貸出

（注）本部所管貸出は、財務省向け貸出、ローン・パーティシペーションおよび譲受債権をいう

15,246

14,486

15,246
14,486

△602
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有価証券残高（時価評価前）の推移 評価損益の推移

4,067 4 ,0 13 3 ,654 3 ,574 3 ,4 39 3 ,608

1 ,573 1 ,8 30
1 ,603 1 ,838

1 ,6 02
1 ,873

1 ,184
1 ,3 00

1 ,803
2 ,216 2 ,8 59

3 ,256530
532 504

171 180

164 157 488

499
524

232

305

577592

528

578

111

174

0

2 ,0 00

4 ,0 00

6 ,0 00

8 ,0 00

10 ,0 00

12 ,0 00

19/3 19/9 20/3 20/9 21/3 21/9

（億円）

債券修正デュレーションの推移

8,108

利回りの推移
（％）

国債

地方債

社債

株式

投信等

外債

合計

648

260

9046

223

510

6

89

167
63

9

7

29

150

114

△7△27△18

-200

0

200

400

600

800

1,000

19/3 19/9 20/3 20/9 21/3 21/9

（億円）

805

投信

合計

株式

有価証券の状況有価証券の状況

19/3 19/9 20/3 20/9 21/3 21/9
円貨債券 3.1 3.2 3.4 3.4 3.7 3.9

630

380

214

82

250

8,441 8,324
8,846 8,864

9,571

債券

19/3 19/9 20/3 20/9 21/3 21/9
有価証券 1.43 1.45 1.42 1.35 1.32 1.27

＋725

＋36
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2,087 2,084
1,279 1,102 1,178 1,010 1,265 1,084

20,033 20,328 20,537 20,756 20,810
21,216

2,1482,1122,161
2,103

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

19/3 19/9 20/3 20/9 21/3 21/9

（億円）

16,231 16,476 16,806 17,053 17,231 17,377

5,038 5,030 4,889 4,782 4,690 4,938

2,148 2,088 2,135 2,082 2,243 2,072

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

19/3 19/9 20/3 20/9 21/3 21/9

（億円）

マーケット別残高推移　預金残高推移

預金の状況預金の状況

山梨県内

西東京

合 計

個 人

法 人

合 計

地公体等24,389

24,389
23,417 23,830

県内預金シェア推移

東京・新宿
23,417

23,830

44.9 44.9 45.8 45.6 46.4 46.4

7.6 7.3 7.3 7.8 7.7

32.8 32.3 31.7 31.3 30.9 30.4

13.2 13.7 13.4 13.6 13.2 13.5

1.7 2

7.5

1.5 1.8 1.6 2

0%

50%

100%

19/3 19/9 20/3 20/9 21/3 21/9

（ゆうちょ銀行を除く）

当　行

信金･信組

大手行

23,917

24,164

その他

ＪＡ

24,164
23,594

23,91723,594

＋472
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40 40 38

19 18
17

18
13

8

11.19%11.20%

12.95%

0

20

40

60

80

100

120

19/3 20/3 21/3

(億円)

78

役務収益の状況役務収益の状況

71

※　役務利益率＝役務取引等利益÷業務粗利益

64

△2

役務利益率

△5

△1

△7

4,286百万円
38,302百万円

20 20 19 19 19

9 9 8 8 8

8 4 5 3 5

11.07%
11.46%

10.95%
10.40%

11.98%

0

20

40

60

80

100

120

19/9 20/3 20/9 21/3 21/9

(億円)

合　計

内国為替振込

貸金庫･ATM
･口座振替ほか

2,233百万円
20,160百万円

37

投信･保険･国債

合　計

内国為替振込

貸金庫･ATM
･口座振替ほか

投信･保険･国債

役務利益率

半期実績推移

34 33
30

33+3

+2

0

0
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金融再生法開示債権額・比率の推移

金融再生法開示債権の状況金融再生法開示債権の状況

167 179
101 23

434 389
489 472

353 359

194 216 278 287

276 284

3173

4.51%
4.24%

5.16%
5.35% 5.39%

5.59%

0

300

600

900

1,200

1,500

1,800

19/3 19/9 20/3 20/9 21/3 21/9

(億円)

666

795
841

破産更生等
債権

要管理債権

危険債権

不良債権比率

662

＋0.27Ｐ

＋4

不良債権合計

部分直接償却を
実施した場合

3.54％

部分直接償却を
実施した場合

3.54％

不良債権比率

△8

＋6

＋8

666億円
14,779億円

785

861

金融再生法開示債権の保全状況

破産更正債権
及びこれらに
準ずる債権

貸倒引当金

担保・保証等

貸倒引当金

危険債権

担保・保証等

担保・保証等

貸倒引当金

要管理債権

(億円） (億円）

284

114

169

23
9

2

359

256

71

開示債権 保全状況 保全率

100%

破産更生債権
及びこれらに
準ずる債権

91.22%

危険債権

49.85%

要管理債権

保全率

93.52%

666 623

破産更生債権
及びこれらに
準ずる債権

貸倒引当金

担保・保証等

貸倒引当金

危険債権

担保・保証等

662億円
15,592億円

保全率を考慮した実質的な不良債権比率

21/9期：0.29％【 不良債権比率×（１－保全率）】

保全率を考慮した実質的な不良債権比率

21/9期：0.29％【 不良債権比率×（１－保全率）】
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11.99%

13.11%

13.51%

14.23%

12.45%

14.47%

12.91%

12.53%

11.40%

13.64%

13.94%

11.86%

11.40%

11.86%

12.53% 12.33%

12.82%

13.80%

10%

11%

12%

13%

14%

15%

19/3 19/9 20/3 20/9 21/3 21/9

※TierⅠ：自己資本のうち、資本金・資本剰余金・利益剰余金等

自己資本比率の推移 自己資本額の内訳

（単位：億円）

※１９/３期から新ＢＩＳ基準

 信用リスク 標準的手法

 オペレーショナルリスク 基礎的手法

新ＢＩＳ採用手法

自己資本比率の状況自己資本比率の状況

自己資本比率

TierⅠ比率

コアTierⅠ
比率

＋0.24Ｐ
21/9期 21/3期比

TierⅠ（基本的項目） (A) 1 ,412 5

うちコアTierⅠ 1,398 76

うち繰延税金資産の純額 14 △ 70

うち優先株式・優先出資証券 - -

TierⅡ（補完的項目） (B) 52 △ 9

うち一般貸倒引当金 52 △ 9

控除項目 (C) - -

自己資本額          (A)+(B)-(C) 1 ,465 △ 3

リスク・アセット等 10,127 △ 185



ⅡⅡ　平成２１年度業績予想　平成２１年度業績予想
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役
務
取
引
等
利
益

資

金

利

益　

（
差
異
要
因
）

経　
　

費

損益予想損益予想

配

当

金融商品の取扱いにかかる手数料（億円）

20/3期 21/3期 22/3期（予想）

 投資信託 9 5 7
 国債 0.6 0.8 0.5
 生命保険 2 2 4

（億円） 22/3期 前期比

人件費 150 2

物件費 125 9

税金 13 1

289 12合計

（億円） 22/3期 前期比

役務取引等収益 69 5

投資信託 7 2

国債 0.5 △ 0.3

生保 4 2

その他 56 0

役務取引等費用 22 1

47 5合計

20/3期 21/3期 22/3期予定

5.00円 6.00円 6.00円１株当たり配当金（年間）

（億円、％） 22/3期 平残差 利回り差

資金運用収益 409 △ 33 ( △ 7.4 ) 8 △ 41

貸出金利息 285 △ 30 ( △ 9.5 ) △ 5 △ 25

有価証券利息 121 3 ( 2.5 ) 9 △ 6

ｺｰﾙﾛｰﾝ 等 2 △ 6 ( △ 75.0 ) 0 △ 6

資金調達費用 39 △ 27 ( △ 40.9 ) 1 △ 28

預金等利息 37 △ 22 ( △ 37.2 ) 1 △ 23

ｺｰﾙﾏﾈｰ 等 1 △ 6 ( △ 85.7 ) 0 △ 6

369 △ 7 ( △ 1.8 ) ― ―合計

前期比（増減率）21/3期 22/3期(予想）

 経 常 収 益 537 503 △ 34 ( △ 6.3 )

業 務 粗 利 益 383 414 31 ( 8.0 )

資金利益 376 369 △ 7 ( △ 1.8 )

役務取引等利益 42 47 5 ( 11.9 )

その他業務粗利益 1 2 1 ( 100.0 )

421 418 △ 3 ( △ 0.7 )

△ 38 △ 4 34 ( ― )

277 289 12 ( 4.3 )

(△3)  ― 2 ( 5)   2 ( ― )

143 130 △ 13 ( △ 9.0 )

△ 44 △ 83 △ 39 ( ― )

(△6)   3 75 ( 81) 72 ( ― )

△ 29 △ 3 26 ( ― )

60 40 △ 20 ( △ 33.3 )

60 20 △ 40 ( △ 66.6 )

　 （注）赤字の括弧書きは、特別利益に計上した取崩額を引き直し後の金額

うち株式３勘定尻

（億円、％） 前期比（増減率）

当 期 純 利 益

コア業務純益

一般貸倒引当金繰入額（△）

経　費 （△）

臨 時 損 益

経 常 利 益 

うち不良債権処理額（△）

国債等債券５勘定尻

 コア業務粗利益
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業績予想　資金利益の増減要因業績予想　資金利益の増減要因

資金利益 前期比増減額 （億円） 貸出金利息

有価証券利息369

376

21/3期 22/3期

貸出金利息

△30

有価証券

＋3

預金等利息

△22

その他

△2

資金利益△７億円

貸出金 予想 前年同期比 ﾎﾞﾘｭｰﾑ要因 利回り要因

利　息 285 -30 -5 -25

平　残 14,922 -273

利回り 1.910 -0.165

有価証券 予想 前年同期比 ﾎﾞﾘｭｰﾑ要因 利回り要因

利　息 121 3 9 -6

平　残 9,662 698

利回り 1.260 -0.065

・レートの低い本部所管貸出を圧縮し有価証券運用へ

【平残】営業店＋246億円（県内＋205億円、県外＋41億円）
　　　　本部所管貸出△519億円

【平残】金利リスクをテイクし債券を中心に運用を増加

【利回り】市場金利低下の影響により利回りは低下

（億円､％）

（億円､％）

運用シフト

予想

【利回り】政策金利引下げの影響により利回りは低下
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業務粗利益の状況・見通し業務粗利益の状況・見通し

386
376 369

1 2

47
42

49

1

300

350

400

450

20/3 21/3 22/3

０

業務粗利益＝コア業務粗利益
＋国債等債券５勘定尻

3

△38

△4

計画

437
421

418

440

383
414

（億円）

193 193
187 188

182

19
22

22
2226 1

100

150

200

250

19/9 20/3 20/9 21/3 21/9

（億円）

資金利益

役務取引
等利益

コア業務
粗利益

業務
粗利益

201

半期実績推移

△36

△4

+3

+28

△4

△2

△6

+31

+1

+5

△7

+34

△3 220

220

その他
業務利益

国債等債券
５勘定尻

0.5

コア業務
粗利益

業務
粗利益

役務取引
等利益

資金利益

国債等債券
５勘定尻

その他
業務利益

△1

2

216

219

209

+32

205
209

173

211
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利回り･利鞘の状況・見通し利回り･利鞘の状況・見通し

0.02 0.01
0.09

0.24

0.24
0.17 0.15

1.121.151.15 1.12 1.16 1.17
1.19

0.76 0.73 0.76 0.79

0.66
0.57 0.57

1.94 1.90
1.96

2.15
2.07

1.91 1.91

1.28 1.29 1.32
1.37

1.29 1.27 1.26

0.40 0.39
0.44 0.44

0.33
0.25 0.26

0.00

0.50

1.00

1.50

2.00

2.50

17/3 18/3 19/3 20/3 21/3 21/9 22/3

(％)

貸出金(円貨)
利回り

有価証券
(円貨)利回り

経費率

預貸金利鞘

総資金利鞘

預金(円貨)
利回り

通期計画半期実績
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経費とＯＨＲの状況・見通し経費とＯＨＲの状況・見通し

144 148 150

125116
107

13
12

12

69.05%
65.95%

60.31%

0

50

100

150

200

250

300

350

400

20/3 21/3 22/3

（億円）

※ ＯＨＲ＝経費÷コア業務粗利益
　　コア業務粗利益＝業務粗利益－国債等債券５勘定尻

263
277 289

計画

＋12

+1

＋9

+2

ＯＨＲ

＋3.10Ｐ

28,907百万円
41,861百万円

税　金

合　計

物件費

人件費

73 70 74 73 74

62 60545453

5
747

8

67.21%

64.69%
59.83%60.78%

69.63%

0

50

100

150

200

250

300

350

400

19/9 20/3 20/9 21/3 21/9

（億円）

133 136
143＋2

+3

△2

+1

ＯＨＲ

＋2.42Ｐ

14,332百万円
20,582百万円

税　金

合　計

物件費

人件費

半期実績推移

129
141
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与信コストの状況与信コストの状況・見通し・見通し

与信コスト・与信費用比率の推移

161

288

43 51 51
22 21 29

135
46

94 △9 31

0.92%

0.20%0.15%0.16%
0.37%0.36%0.31%

0.07%
0.03%

2.23%

1.25%

-0.06%

0.52%

-50

0

50

100

150

200

250

300

10/3 11/3 12/3 13/3 14/3 15/3 16/3 17/3 18/3 19/3 20/3 21/3 22/3

（億円）

与信費用比率＝与信コスト÷貸出金平残
与信コスト＝一般貸倒引当金繰入＋個別貸倒引当金繰入＋貸出金償却
　　　　　　　　＋債権売却損＋その他

与信費用比率

与信コスト

通期計画

78

21/下

21/上



ⅢⅢ　経営戦略・営業戦略　経営戦略・営業戦略
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山梨県の経済山梨県の経済 ①①景気景気動向・新産業の創造動向・新産業の創造

日 銀 短 観 業 況 判 断 Ｄ．Ｉ．（ 県 内 ）

△ 39

△ 56

△ 42

△ 36

△ 69

△ 51

△ 36

△ 41

△ 45

△ 80

△ 70

△ 60

△ 50

△ 40

△ 30

△ 20

△ 10

0

10

20

30

40

50

17/3 17/9 18/3 18/9 19/3 19/9 20/3 20/9 21/3 21/9 21/12

全産業 製造業 非製造業

予測

「日本銀行甲府支店」

　　　　　新産業の創造

クリーンエネルギー開発

・「ｼｬｰﾌﾟ」と「東京ｴﾚｸﾄﾛﾝ」
による「薄膜系太陽電池製
造装置」量産開発

・燃料電池実用化に向けた基礎研究
　「山梨大学｣は「NEDO｣からの研究事
　業委託を受け、世界最先端の研究を
実施。事業費7年間70億円。
・「山梨燃料電池実用化推進会議」発足
　県内外の大学や大手自動車メーカー
　など30団体が参加
・「山梨大学燃料電池ﾅﾉ材料研究ｾﾝﾀｰ」
　完成　　
　世界最高水準の実験設備を備えた
　研究拠点完成（H21/9）

燃料電池

太陽光発電

・「北杜市」の太陽光発電の
実証研究実施
　・「新ｴﾈﾙｷﾞｰ･産業技術総合
開発機構(NEDO)｣からの委
託を受け、実証研究実施

・｢山梨県｣と｢東京電力｣は太陽光発電　
所を甲府市米倉山に共同で建設
　・出力：約1万kw
　　年間発電量：約1,200万kw
　・事業費　60億円
　・22年度着工23年度運転開始予定

　-自動車業界の動き-

トヨタ、日産、ホンダ
　　燃料自動車走行実証プロジェ
　　クトに参加
トヨタ
　　2015年頃までに燃料電池車を
　　商用化する方針表明

　　山梨大学燃料電池　　　
　　ナノ材料研究センター

太陽光発電所完成予想図
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山梨県の経済山梨県の経済 ②②高速高速交通網の整備交通網の整備

　〇リニア中央新幹線開業計画
　　・建設費試算 　約8.4兆円（南ｱﾙﾌﾟｽﾙｰﾄ）：「ＪＲ東海」が負担
　　・東京～名古屋　 平成37年（2025年）先行開業予定

　　・山梨県内にリニア駅ができた場合の経済効果 （山梨県の試算）

・山梨県産業界の年間生産額146億円増加
・1日当りの交流人口2万人増加

　○リニア実験線　延伸工事
　　・総延長42.8kmのうち未着工区間24.4kmの建設開始
　　・総工費　約3,500億円　
　　・平成25年（2013年）完成予定　

リニア中央新幹線 中部横断自動車道

リニア中央新幹線の路線図

（出典：週刊東洋経済）

所要時間

東京-甲府　　15分

東京-名古屋　40分

東京-大阪　　67分

西関東連絡道路

圏央道

大月

双葉

長坂

八王子ＪＣＴ

あきる野ＩＣ～八王子ＪＣＴ
平成19年6月開通
埼玉・鶴ヶ島方面

関越自動車道に接続（直結） あきる野ＩＣ

長野・佐久方面

上信越自動車道に接続

長野・名古屋方面

長野自動車道に接続（直結）

埼玉・花園方面

関越自動車道に接続

六郷

富沢

中部横断

自動車道

御殿場ＪＣＴ

吉原

第２東名自動車道

海老名ＩＣ

中央自動車道

中央自動車道

増穂

甲府

南ｱﾙﾌﾟｽ

富士
吉田

東名高速道路

六郷ＩＣ～富沢ＩＣ

平成20年度着工済

平成29年開通予定

増穂ＩＣ～六郷ＩＣ

平成19年度着工済

平成28年開通予定 八王子ＪＣＴ～海老名ＩＣ

平成 24 年開通予定

富沢ＩＣ～吉原ＪＣＴ

平成29年開通予定

身延

南部

白根

中部横断

自動車道
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貸出金平残

1,403 1,323 1,263 1,220 1,227

2,898 2,916
3,323 3,498 3,501

1,281 1,437
1,481 991 962

7,3487,0987,038 7,569 7,588

1,811 1,904 1,628 1,642
1,778

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

19/3 20/3 21/3 21/9 22/3

（億円）

マーケット別残高（平残）　

貸出金計画貸出金計画

3,947 3,977 3,935 3,891 3,917

10,486
10,703

11,259
11,016 11,004

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

19/3 20/3 21/3 21/9 22/3

（億円）

国中
地域

西東京
ﾌﾞﾛｯｸ

合 計

東京
ﾌﾞﾛｯｸ

14,433
14,680

15,195

郡内
地域

14,922

通期計画

事業性貸出

個人ローン

通期計画

本部所管
貸出金

14,907

半期実績
半期実績
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有価証券平残

7,052 7,261
7,779

8,525 8,751

501

668
595

501

528

537
513

276

491

270

114134

279
169

164

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

19/3 20/3 21/3 21/9 22/3

（億円）

◆運用資産の安全性を最優先
◆市場環境に応じたアセットアロケー
　 ションの構築

基本方針

今期の運用戦略

　　●国内債券中心の運用を継続

◆債　券
・国債、政保債、高格付事業債への投資

◆株　式
・中長期保有を目的とした資産株への投資

◆投資信託
・投資効率の良い銘柄への再配分

8,513 8,564

8,963

9,643 合計

国内債券

株式

投信等

通期計画

有価証券運用計画有価証券運用計画

外国債券

半期実績

9,432

年間増加額
+972億円
（+12.4％）
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金融商品の販売計画金融商品の販売計画

投資信託の残高・手数料推移 生命保険の販売額・手数料推移個人向け国債の残高・手数料推移

954

665
765884

916
996

523
290

1,290

709

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

19/3 20/3 21/3 21/9 22/3

0

300

600

900

1,200

1,500

残高 手数料収入

（左軸；残高 億円） （右軸；手数料 百万円）

計画

1,224

952

1,040

1,214
1,170

51

70

31

82

62

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

19/3 20/3 21/3 21/9 22/3

0

50

100

150

残高 手数料収入

（左軸；残高 億円） （右軸；手数料 百万円）

計画計画半期 半期

59

73

52

92

365

216
234

479

0

30

60

90

120

150

19/3 20/3 21/3 22/3

0

200

400

600
（左軸；販売額　億円） （右軸；手数料　百万円）

148

222

半期

計画

手数料収入残高
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１．取引のメイン化推進

個人戦略　①個人戦略　①

年金振込口座数推移

78

80

82

84

86

70

80

90

19/3 20/3 21/3 21/9 22/3

（千口座）

２．住宅ローンへの取組み強化

個人ローン残高（末残）・融資先数推移

住宅ローン新規実行額・件数

49

61 63 69 67
35

1,105

929851 909 911882

295 426426397

218

359

0

100

200

300

400

19/3 19/9 20/3 20/9 21/3 21/9

（億円）

-1,400

-900

-400

100

600

1,100

（件）

236

173 183 173 166 159

年金相談会19回開催101名参加
　（H21/4～H21/9）

16

21
22 23

26

0

10

20

30

19/3 20/3 21/3 21/9 22/3

（千先）

個人向けﾈｯﾄ・ﾓﾊﾞｲﾙﾊﾞﾝｷﾝｸﾞｻｰﾋﾞｽ
（山梨中銀ﾀﾞｲﾚｸﾄ）契約者数推移

計画 計画

ポイントサービス（山梨ちゅうぎんトクトク倶楽部）契約者数推移

30 33 37 40

97 102 106 110

56 57
59 61

31
33

34
3525

27
27

30

0

100

200

300

19/3 20/3 21/3 21/9

（千件）

239
251

263
274

3,741 3,735 3,698 3,679

266 244 223 211

43,19143,751
45,230

46,341

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

5,000

19/3 20/3 21/3 21/9 22/3

（億円）

20,000

30,000

40,000

50,000（先）

住宅ローン（左軸） その他（左軸）

個人ローン融資先数（右軸）

お
取
引
に
応
じ
た
ポ
イ
ン
ト

に
よ
り
ス
テ
ー
ジ
が
上
が
る

ステージ

４

３

２

１

０

4,007 3,980 3,921 3,955

計画

新規実行額

新規実行件数

うち肩代わり
実行件数

うち肩代わり
実行額

3,891
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女性向けサービス（リプレプロジェクト）

個人戦略　②個人戦略　②

●女性向け資産運用セミナー

　 　　３回開催

　　　 （H20/7～H21/9実績）

●スカイライトリプレ

　　　　（ｸﾚｼﾞｯﾄｶｰﾄﾞ）

２５７件

　　　 （H20/7～H21/9実績）

●女性のための入院保険
　　　　(ﾌｪﾐﾆｰﾇ・ﾈｵ）

　　　　　　 １８４件

　　　（H20/8～H21/9実績）

● リプレ住宅ローン　　　　　

９６件　１３億円

　　 （H20/2～H21/9実績）　　

３．金融商品増強に向けた推進強化

資産運用セミナーの開催　　　　
H21/4～H21/9　１５回開催　２２８名参加

「ライフプランシミュレーション」
を活用した提案

上級コンサルタントの増員

50

68 73 78

12

16
16

185
10

10

4

0

50

100

20/3 21/3 21/9 21/11

（人）

西東京ﾌﾞ
ﾛｯｸ

郡内地域

国中地域

66

89

99

23

37

48

70

0

50

21/8 21/9 21/10 21/11

（件）

「学資保険」月間販売件数
　　　　　　（8月10日販売開始）

106
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１．取引のメイン化推進

法人戦略　①法人戦略　①

5,500

5,017

4,527

2,667

3,877

2,000

4,000

6,000

19/3 20/3 21/3 21/9 22/3

（先）

Bizﾀﾞｲﾚｸﾄ契約先数

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄﾊﾞﾝｷﾝｸﾞ（山梨中銀Bizダイレクト）契約先数

確定拠出年金（４０１K）受託企業・加入者数推移

5,000

4,341

4,165

3,6903,741

35

26

38

52

22

0

10

20

30

40

50

19/3 20/3 21/3 21/9 22/3

（先）

3,000

4,000

5,000

（人）

加入者数（右軸） 受託企業数（左軸）

２．事業性融資先数の増強

事業性貸出金残高（末残） ・事業性融資先数推移

9,000
8,764

9,206
8,9468,936

11,309
10,951

10,310
10,018

12,100

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

10,000

11,000

12,000

13,000

19/3 20/3 21/3 21/9 22/3

（億円）

0

5,000

10,000

15,000
（先）

事業性貸出金残高（左軸）

事業性融資先数（右軸）

※事業性貸出には国・地公体を含まない

計画

計画

計画

※個人型を含む
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法人戦略　②法人戦略　②

４．中小企業向け貸出の増強

284 266

190
155

283

169 187

318

167
175

23

0

100

200

300

400

500

600

700

19/3 20/3 21/3 21/9

(億円）

経済変動対策融資
ｾｰﾌﾃｨﾈｯﾄ保証（山梨県信用保証協会分）
その他主な事業性無担保ﾛｰﾝ

ｾｰﾌﾃｨﾈｯﾄ保証、経済変動対策融資、
その他主な事業性無担保ローン残高推移

３．業種別推進体制による取組み強化

●医療
　・「医療・介護セミナー」の開催
　・医療コンサルティング会社との連携
　・本部専門担当者による医療機関への継続的なアプローチ

●農業
　・「やまなし食のマッチングフェア２００９」の開催
　・「やまなし物産商談会 ＩＮ 香港　２００９」の開催
　・「『山梨食材市場』販路拡大研修会」の開催
　・「やまなし食のビジネス情報連絡会」の開催

●製造業
　・ものづくりサポートチームによる製造業者を対象とした
　　ソリューションの提供
　　対応件数：　３１回　（H21/4～H21/9）

●セミナー開催
　・「省エネセミナー」開催
　・「ＩＴを経営に生かす事例セミナー」開催
　・「危機管理・ＢＣＰ計画策定講座」開催

●「山梨大学客員社会連携ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀ」を委嘱
　・大学の研究技術を民間に紹介　　（現在５５名が現場で活躍）

●「山梨大学発“ﾋﾞｼﾞﾈｽﾁｬﾝｽ”直行便！」の発刊
　・大学と民間の橋渡し役として、技術の専門家
　 でなくとも理解できるように、研究の中身を
　 徹底的にかみ砕いて紹介している
　 現在３２号発刊（H18.6～）
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「やまなし食のマッチングフェア」の開催

綿密な商談スケ
ジュールの作成

外部のﾊﾞｲﾔｰから
展示方法等を学ぶ

商談件数1,134件
　

うち成約件数128件
（08.7.9）

「やまなし食のマッチングフェア」の開催
　　　　（H18.5.23）（H19.6.5）（H20.7.9） （H21.7.8）

　

ソリューション戦略　ソリューション戦略　

綿密な商談スケ
ジュールの作成

外部のﾊﾞｲﾔｰから
展示方法等を学ぶ

出展者　　　 　　87社
仕入企業　308社　580名
総来場者数　 約1,200名　
商談件数　　 1,383件　
成約件数　　　　 78件
（H21.11.30現在）

「山梨物産商談会 IN 香港 2009」の開催

山梨県産の優れた食品・食材の香港・中国への販路拡大
（H21.7.31）

出展者　　　　８社
来場者数　１２５名
商談件数　１１７件
成約件数　　　６件
（Ｈ21.11.30現在）

　　　地域力連携拠点事業への取り組み

フォローアップ会議の開催

●地域力連携拠点事業
　　当行は、経済産業省から「地域力連携拠点事業」の実施機関に認
　　定されております。
　　当行の「応援コーディネーター」が中心となり、中小企業等のお客
さまが抱える経営課題の解決を図るため、地域の専門機関や専
門家等と連携し、ソリューションをワンストップで提供しております。

ｿﾘｭｰｼｮﾝ提供
実績　１３０件
（Ｈ21.11.30現在）

事業名
カミサリー（食品1次加工処理）事業を核とした
地元野菜を活用した地域モデル事業の開発および運営

連 携体

確固たる経営基盤
新商品開発力
新商品販売力 等

【
共
同
申
請
者
】

農業生産力、
遊休農地を活用し
た展開力、販売力、
提案力等

農業者のコーディネート役
新たな販売チャネルの開拓

農業生産

【
代
表
者
】

カミサリーの運営
新商品開発
店舗での商品提供

地域農業者

カミサリー
（一時処理所）

山梨県内及び
相模原地区の
ファミリー・
シニア層への
販路開拓

(株)青春カンパニー (株)サラダボウル

サポート機関

山梨中央銀行
やまなし産業支援機構
地域活性化支援事務局
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地区戦略　地区戦略　①① 各地区の基本戦略各地区の基本戦略

峡東
ブロック

峡北
ブロック

富士北麓
ブロック峡西南

ブロック

東京
ブロック

西東京
ブロック

中巨摩
ブロック 甲府第２

ブロック

甲府第１
ブロック

東部
ブロック

本店
ブロック

国中地域

東京ﾌﾞﾛｯｸ

西東京ﾌﾞﾛｯｸ

郡内地域

地区戦略

国中地域･･････マーケットの深掘、取引のメイン化推進、および地域開発等の取組強化

郡内地域･･････経営資源投下による営業力強化

西東京ﾌﾞﾛｯｸ･･･「点から線・面へ」を志向した営業展開

東京ﾌﾞﾛｯｸ･････取引先開拓による運用強化、山梨県関連企業との取引強化
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西八王子

立川

西国分寺

武蔵小金井

吉祥寺 荻窪

国領

府中

調布
八王子

めじろ台

高尾

新宿
神田

●東京支店

明治１０年６月第十国立銀行東京出張所

として営業開始

大正５年７月 現在地へ移転

日野

＜町田支店＞

平成１８年３月

営業開始

町田

平山城址公園

八王子みなみ野

中河原

●吉祥寺支店

昭和５１年６月 営業開始

昭和５３年６月 現在地へ移転

●調布支店

昭和４８年６月営業開始

●新宿支店

昭和４０年３月 営業開始
平成１０年６月 現在地へ移転

●荻窪支店

昭和５０年１０月営業開始＜府中支店＞

平成１９年６月

営業開始
●日野支店

昭和５２年４月営業開始

●みなみ野シティ支店

平成９年３月 営業開始

平成１５年１１月 現在地へ移転

●めじろ台支店

昭和４５年１０月営業開始

●八王子支店

昭和４３年３月 営業開始

平成１３年９月 同店２階にローンスクエア

八王子を設置

●国分寺支店

昭和４７年１２月 営業開始

●小金井支店

昭和５２年１１月 営業開始●立川支店

昭和４９年１０月 営業開始

平成１６年８月 現在地へ移転

同店２階にローンスクエア

　　　　　　　　　立川を設置

羽村

＜羽村支店＞

平成２０年６月

営業開始

東京都内店舗 　：　１５か店 　　　うち西東京ﾌﾞﾛｯｸ：　 １３か店

多くの営業店は、営業開始から３０年～４０年の歴史を有しており、「地元の金融機関」としてご愛顧いただいております。

東京都内店舗 　：　１５か店 　　　うち西東京ﾌﾞﾛｯｸ：　 １３か店

多くの営業店は、営業開始から３０年～４０年の歴史を有しており、「地元の金融機関」としてご愛顧いただいております。

地区戦略　地区戦略　②東京都内における店舗展開②東京都内における店舗展開



－ 33－

　617

711 723

793

854 864
835

809 818

575
617

725

886

957

1,039

942

818 823

1 , 147

1 , 207

1 , 304

1 , 4541 , 445

1 , 386

1 , 525

0

200

400

600

800

1,000

1,200

15/3 16/3 17/3 18/3 19/3 20/3 21/3 21/9 22/3

（億円）

地区戦略　地区戦略　③西東京ブロック　実績・計画③西東京ブロック　実績・計画

計画

平成２０年６月
羽村支店開設

平成１９年６月
府中支店開設

平成１８年３月
町田支店開設

平成１５年９月
八王子支店に「法人開
拓特別ﾁｰﾑ」設置

平成１６年８月 立川支店に

「山梨中銀ﾛｰﾝｽｸｴｱ立川」ｵｰﾌﾟﾝ
「法人開拓特別ﾁｰﾑ」設置

個人ﾛｰﾝ

事業性
貸出金

事業性融資先数

貸出金（平残）・事業性融資先数の状況

　 ２１世紀における新たな収益基盤と位置付け、

山梨県内を上回る収益性と効率性を実現する。

西東京ブロック
　　　人 口 ：約４１３万人
　　　世 帯 数 ：約１８４万世帯　
　　　事業所数 ：約１２万７千所

ビジョン

1,675

1,647

1,659

1,632

1,600

1,550

1,600

1,650

1,700

19/3 20/3 21/3 21/9 22/3

（億円）
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個人預金残高（末残）推移

2,953

1,637

661701

2,256

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

19/3 20/3 21/3 22/3

（百万円）

投資信託販売額推移 個人年金保険販売額推移

計画計画

八王子市内の取引先分布

八王子市

八王子支店２km圏

めじろ台支店２km圏

みなみ野ｼﾃｨ支店２km圏
●‥１千万円以上の預金取引先

計画

21/9実績

2,917

21/9実績

1,409

半期実績
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店舗戦略・人事店舗戦略・人事戦略戦略

店舗戦略

人事戦略

第1・第2フェーズ
H15/4～H19/6

統廃合　　　 　９店舗
機能変更　　２６店舗
新規出店　　　１店舗

第3フェーズ
H18/11～H20/6

　　　　
機能変更　　　９店舗
新規出店　　　２店舗

第4フェーズ
H22/4　以降

☆店舗機能・チャネル
の充実

西東京ブロック
郡内地域

☆店舗機能・チャネル
の効率化
国中地域

～店舗ネットワークの強みと店舗チャネルの効率化の両立～

～事務から営業へ～

店舗役割
の見直し

成長地域への戦略的人員配置

内部事務担当から営業担当への人員シフト
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営業店事務の合理化営業店事務の合理化
・効率化・効率化

文書管理改革文書管理改革

経費節減経費節減

業務改革業務改革

取組方針 お客さま視点の徹底
厳しい環境に耐え得る

磐石な経営体質の銀行構築

　
　
　

戦
略
的
見
直
し

経
費
の
抜
本
的
・

ムダ・ムラ・ムリの排除

事
務
の
合
理
化
・効
率
化
の
推
進

事務から営業へ

経費の効果的使用

〇営業店事務の改善に資する合理化・効率化策
　３２項目を集中的に実施

〇事務効率化運動の全店展開
（例）五大公共料金・税金の口座振替推進（21/4～9）
　　　獲得件数・22,378件　手数料収入額・年間1百万円
　　　事務時間削減　年間　7,400時間

〇事務の本部集中化

〇文書管理の「３ない化」プロジェクト　　
　　つくらない　～　ペーパーレス化の促進
　　もらわない　～　お客さまからいただく
　　　　　　　　　　書類の簡素化
　　残さない　　～　管理対象文書の絞込み

〇営業店・本部それぞれ重点３項目を抽出　
　　営業店　～　エネルギー、通信、消耗品　
　　本　部　～　給水光熱・通信、事務用品、
　　　　　　　　印刷
〇節減目標を設定
　　営業店　３％節減
　　本部　　５％節減

低
コ
ス
ト
・
高
収
益
体
質
の
構
築
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次期中期経営計画概要　①次期中期経営計画概要　①

【経営基盤の強化 】

【 営業力の強化 】

【 地域社会への貢献 】

③地域特性に応じた地区戦略

基　

本　

戦　

略

基　

本　

戦　

略

①市場運用力の強化

③効率的な業務運営体制の構築

①地域経済の活性化への取組み

③環境問題への取組み

②地域社会貢献への取組み

⑤内部管理態勢の充実

②法人営業基盤拡充戦略①個人営業基盤拡充戦略

②営業店業務プロセス改革

④営業チャネル戦略

④人材の育成と組織の活性化

地域の皆さまとともに未来を創造する質の高い金融サービス業経営ビジョン（あるべき姿）経営ビジョン（あるべき姿）

経営理念　　地域密着と健全経営経営理念　　地域密着と健全経営経営理念　　地域密着と健全経営

　～ＣＳとソリューション営業～

コンプライアンス　　　顧客保護
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次期中期経営計画概要　②　次期中期経営計画概要　②　

　 ※ 囲碁棋士 故藤原秀行氏の言葉。
　　　　　　　 「耐えて耐えて最後に伸びる」との意。

　

足固めの前半足固めの前半

平成23年度 平成24年度平成22年度

飛躍のための先行投資
飛躍の後半へ飛躍の後半へ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　【【 　　屈　　屈 　　　屈　　　屈 　　　伸　　　伸 　　　　 】　】　

　【国中地域】

深掘りと再構築

　【西東京ブロック】
“面取引”の拡大

　　　シェア確保

　【郡内地域】

経営資源投下

KeyMan稼動

　※「屈屈伸」：囲碁棋士 故藤沢秀行氏の言葉。
　　　　　　　

成長戦略の展開

経営基盤の更なる強化

業務プロセス改革
の加速

地域の皆さまとともに
未来を創造する
質の高い金融サービス業

KeyManBank Vision

営業力の強化

経営基盤の強化

主要システム稼動準備

取引のメイン化推進

店舗戦略

事務の合理化・効率化の推進

経費の抜本的・戦略的見直し等

高品質の
サービスを
タイムリー
に提供

Bank Vision
稼動



本日は、弊行の会社説明会にご参加いただきまして、まことにありがとうございました。

本日の説明内容についてのご照会等は、下記までお願いいたします。

【お問い合わせ窓口】

株式会社　山梨中央銀行

経営企画部　広報室

電話　０５５（２３３）２１１１

E‐mail　kouho@yamanashibank.co.jp

ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ　http://www.yamanashibank.co.jp/

本資料には、将来の業績に関する記述が含まれております。こうした記述は、将来の業績を保証するものではなく、

リスクや不確実性を内包するものです。

将来の業績は、経営環境の変化などにより、目標対比異なる可能性があることにご留意ください。


